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に，破産手続開始決定後は破産法に特別の定めがある場合（破 65 条，67 条，
100 条 2 項，101 条等）を除き，破産債権は破産手続によらなければこれを行使





い（破 42 条 1 項）。これと同様の趣旨から，破産手続開始時に既にされていた
強制執行等の続行も許されるものではなく，破産手続開始決定により「破産










































（破 65 条，67 条，100 条 2 項，101 条等）を除き，破産債権は破産手続によらなけ





権者の個別的権利行使を禁止する破産法 100 条 1 項の規定の趣旨は，そのよ
うな破産制度の目的を明らかにしたものであるとされる6）。そして，このよ
うな個別的権利行使の禁止を強制執行等の場面で具体的に表現した規定が，
破産法 42 条 1 項および 2項の破産債権に関する部分とされる7）。
本稿で検討対象とする続行中の強制執行等については，破産法 42 条 2 項
の対象となるが，次の二つの問題について検討する必要がある。第一に，前
述したように，破産手続開始決定前に既に強制執行等が終了していれば，本























た執行処分の取消しがあった場合（民執 39 条 1 項 1–6 号，40 条 1 項），iv） その
他の事由による執行手続の取消し（民執 53 条，63 条 2 項，104 条 2 項，106 条 2
項，129 条 2 項，130 条）があった場合などに，各個の執行手続は終了するとさ
れる9）。

















従った配当が実施され（民執 89 条 2 項），配当異議の訴えが提起されたことが
証明されれば， 配当額に相当する金銭が供託されることになる （民執 91 条 1 項
7 号）。執行裁判所は，供託の事由が消滅したときに，供託金について配当を





を選択することができる（権利供託。民執 156 条 1 項）。供託がなされた場合，差
押債権者は，供託金から満足を受ける。これに対して，債権者の競合が生じ
た場合には，弁済は許されず，第三債務者は供託をしなければならない（義





166 条 1 項），その内容は不動産の強制競売における配当と同じである（民執 166







宰し（民執 166 条 1 項 2 号），不動産執行における配当と同じ内容である（民執
166 条 2 項による 84 条・85 条・88 条～92 条の準用）。換価方法として管理命令が選
ばれた場合には，管理人のあげる収益が債権者への満足の原資となる。この
場合の配当手続も，執行裁判所が主宰し（民執 166 条 1 項柱書），不動産執行に
















































3，破産法 42 条 2 項にいう「破産財団に対しては 
その効力を失う」の意味　　　　　　　　
（1）　学　　説
破産法 42 条 2 項は，破産手続開始時に続行中の強制執行等について，「破
産財団に対してはその効力を失う」と定めている。その意味については学説






破産財団にとって有利とみれば， それを援用することができ， 破産法 42 条 2
項但書が破産管財人による手続の続行を定めていることもこのことを前提と
したもの（「内容的相対無効」とも呼ばれる），との理解が多数になっている20） 21）。



















また，破産管財人の管理処分に関して，大阪地判昭和 38 年 12 月 11 日24）






を求めた執行抗告事件で，東京高決昭和 56 年 5 月 6 日25）は，前述した東京






その他に，名古屋高決昭和 56 年 11 月 30 日26）は，旧破産法 70 条 1 項本
文にいう「効力を失う」の意味を相対的無効であるとした上で，旧破産宣告
（破産手続開始決定）後，執行裁判所は宣告（開始決定）前の仮差押登記の抹消
登記を嘱託することはできず，したがって，旧破産法 70 条 2 項による失効





















り，強制執行を停止することを定めている（民執 39 条 1 項）29）。その上で，強
制執行が民執法 39 条 1 項 1 号から 6 号に掲げる文書が提出されて停止した
時には，既にした執行処分の取消しも必要である旨が定められている（民執
40 条 1 項）。
では，破産手続開始決定（の正本）は，これら執行取消文書に該当するの






しては，破産法 42 条 2 項に定める続行中の強制執行等の無効は，通説の理
解に従う限り，相対的なものであるとはいえ，既存の執行処分の当然無効を
定めたものであるから，民執法 39 条の停止や民執法 40 条の取消しとは異な
るものであるとの指摘もなされている33）。破産法 42 条 2 項による続行中の
強制執行等の無効は相対的なものであるとはいえ，破産裁判所または執行裁
判所の何らかの決定等を待たずにその効力が発生する。それゆえ，民執法




































































































39 条 1 項，会更 50 条 1 項），取消しの裁判（民再 39 条 2 項，会更 50 条 6 項）または
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